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令和 ３ 年 度   伊 予 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

 

（総   則） 

第１条 令和３年度伊予市下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

     （1）接 続 戸 数        ６，５００件 

     （2）年 間 総 排 水 量     １，６０６，０００㎥ 

     （3）一 日 平 均 排 水 量        ４，４００㎥ 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

   収   入 

第１款 下水道事業収益          ８３１，９４４千円 

第１項 営 業 収 益         ３１９，２１７千円 

第２項 営 業 外 収 益         ５１２，７２７千円 

 



   支   出 

第１款 下水道事業費用          ８３１，９４４千円 

第１項 営 業 費 用         ７２５，１８２千円 

第２項 営 業 外 費 用         １０４，３６７千円 

第３項 特 別 損 失             １９５千円 

第４項 予 備 費           ２，２００千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２１６，６６２千円は、 

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２，２３９千円、過年度分損益勘定留保資金２７，６６９千円、当年度分損益勘定留

保資金１８６，７５４千円で補てんするものとする。）。 

 

   収   入 

第１款 資本的収入            ３９３，１８０千円 

第１項 企   業   債         ５１，５００千円 

第２項 出   資   金        ３２７，１７０千円 

第３項 補   助   金          ９，５００千円 

第４項 分担金及び負担金          ５，０１０千円 

 

   支   出 

第１款 資本的支出            ６０９，８４２千円 

第１項 建 設 改 良 費         ４５，８７０千円 

第２項 企 業 債 償 還 金        ５６２，９７２千円 

第３項 予   備   費          １，０００千円



（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額を、次のとおりと定める。 

事  項 期  間 限 度 額 

伊予市下水浄化センターシーケンサ設備更新事業 令和３年度から令和１３年度まで ４２，８３４千円 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

公共下水道事業 51,500 千円 

１．普通貸借又は証券発行に

よる。 

２．事業又は企業財政の都合

により起債前借り又は翌年度

以降に繰越して借入れするこ

とができる。 

年 3.0％以内 

 ただし、利率見直し方式で借り

入れる政府資金及び地方公共団体

金融機構資金について、利率の見

直しを行った後においては、当該

見直し後の利率。 

借入先の融通条件による。 

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

短縮し、又は繰上償還若しく

は低利に借換えすることがで

きる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

（１） 各項に計上した予定額に過不足を生じた場合におけるこれらの経費の各項間の流用 



（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用 

する場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費       ４７，８３３千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３６４，７９２千円と定める。 

 

 

令和３年２月２２日 提出 

伊予市長  武 智  典 
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注 記 表 

Ⅰ 重要な会計方針 
  １ 固定資産の減価償却の方法 
   （１）有 形 固 定 資 産  
      減価 償却 の方 法          定額法による 
      主 な 耐 用 年 数  

建 物          ８～５０年 
構 築 物         １５～５０年 
機械及び装置          ６～５０年 
車 両運 搬 具             ４年 
工具、器具及び備品        ５～８年 
リ ース 資 産         １０～２０年 

  ２ 引当金の計上方法 
   （１）退 職 給 付 引 当 金 
       本市は、愛媛県市町総合事務組合に加入し、下水道事業会計は一般会計を通じ負担金を拠出している。一般会計と

の取り決めにより、不足が生じた場合等の追加的な費用は一般会計がその全額を負担することとなっているため、退

職給付引当金は計上していない。 
（２）賞与引当金・法定福利引当金 

       職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における翌年度支払見込額のうち、当年度の負担に属

する額を計上している。 
 



   （３）貸 倒 引 当 金 
       債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては貸倒設定率を５０％とし、回収不能見込額を計上している。 
  ３ 消費税及び地方消費税の会計 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 
 

Ⅱ 予定キャッシュ・フロー計算書関連 
  重要な非資金取引            
    当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の予定額は、それぞれ４２，８３４千円であ

る。 
 
Ⅲ 予定貸借対照表等関連 

１ 引当金の目的使用による取崩し 
 令和２年度予定 

（自 令和２年４月１日 
 至 令和３年３月３１日） 

令和３年度予定 
（自 令和３年４月１日 
 至 令和４年３月３１日） 

賞与引当金 ３，０５７千円 ３，１３５千円 
法定福利費引当金 ６００千円 ７１６千円 
貸倒引当金 １８３千円 ４９０千円 

 



Ⅳ その他の注記 
  １ リース会計に係る特例措置 
     所有権移転ファイナンス・リース取引 
      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。                                                             



（収　　　入）
款 項 目 備　　　　考

1． 下 水 道 事 業 収 益 831,944 千円

1． 営 業 収 益 319,217
1． 下 水 道 使 用 料 233,000
2． 雨 水 処 理 負 担 金 86,205
9． そ の 他 営 業 収 益 12

2． 営 業 外 収 益 512,727
1． 受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
2． 他 会 計 補 助 金 278,587
4． 長 期 前 受 金 戻 入 232,855
6． 雑 収 益 1,284

（支　　　出）
款 項 目 備　　　　考

1． 下 水 道 事 業 費 用 831,944 千円

1． 営 業 費 用 725,182
1． 管 渠 費 6,092
2． ポ ン プ 場 費 40,764
3． 処 理 場 費 190,656
4． 総 係 費 38,153
5． 減 価 償 却 費 449,517

2． 営 業 外 費 用 104,367
1． 支払利息及び企業債取扱諸費 84,367
2． 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 20,000

3． 特 別 損 失 195
4． 過 年 度 損 益 修 正 損 195

4． 予 備 費 2,200
1． 予 備 費 2,200

令和３年度 伊予市下水道事業会計予算実施計画

（　収　益　的　収　入　及　び　支　出　）

予　　定　　額

予　　定　　額



（収　　　入）

款 項 目 備　　　　考

1． 資 本 的 収 入 393,180
千円

1． 企 業 債 51,500

1．
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

51,500

2． 出 資 金 327,170

1． 他 会 計 出 資 金 327,170

3． 補 助 金 9,500

1． 国 庫 補 助 金 9,500

4． 分担金及び負担金 5,010

1． 受 益 者 負 担 金 5,010

（支　　　出）

款 項 目 備　　　　考

1． 資 本 的 支 出 609,842
千円

1． 建 設 改 良 費 45,870

1． 管 渠 整 備 事 業 費 20,000

3． 処 理 場 整 備 事 業 費 19,000

5． 固 定 資 産 購 入 費 147

6． リ ー ス 債 務 支 払 額 6,723

2． 企 業 債 償 還 金 562,972

1． 企 業 債 償 還 金 562,972

3． 予 備 費 1,000

1． 予 備 費 1,000

（　資　本　的　収　入　及　び　支　出　）

予　　定　　額

予　　定　　額



⒈

令和３年度　伊予市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益 21,361,000

減価償却費 449,517,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 108,000

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 81,000

法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ 2,024,000

長期前受金戻入額 △ 232,855,000

受取利息及び受取配当金 △ 1,000

小　　　計 341,414,231

支払利息及び企業債取扱諸費 84,367,000

未収金の増減額（△は増加） 19,700,000

未払金の増減額（△は減少） 1,322,231

受取利息及び受取配当金 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 84,367,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 257,048,231



⒉

⒊

企業債の償還による支出 △ 562,972,000

327,170,000

資金増加額（又は減少額） 57,917,231

資金期首残高 50,575,725

資金期末残高 108,492,956

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 191,025,000

他会計からの出資による収入

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 6,723,000

財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入 51,500,000

建設改良費等の財源に充てるための

4,554,545

一般会計又は他の特別会計からの

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 8,106,000

繰入金による収入 10,397,272

分担金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 31,694,181

国庫補助金等による収入 8,636,364



( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

0 3,216

△ 250 0 0 0 0 0 0 △ 81

660 0 66 0 0 0

千円

410 0 66 0 0 0 0 3,135

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

賞与引当金繰入額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 0 △ 62 △ 165 △ 1 0

377 0 263 6,431 735 0

377 0 201 6,266 734 0
千円 千円 千円 千円 千円 千円

管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当 期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当

△ 60

住居手当
千円

594

276

318

児童手当 初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
期末手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

（　　　）内は短時間勤務職員について外書きで記載

扶養手当
千円

798

858

比 較

前 年 度

本 年 度

区 分

前 年 度

本 年 度

職員手当の

内　　　訳

区 分

比 較

0

合 計 0 △ 86 △ 301 △ 387 △ 303 △ 1,535

△ 303 △ 845 △ 1,535

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 △ 86 △ 301 △ 387

△ 845

0

合 計 0 22,964 12,882 35,846 8,216 5,306 49,368

8,216 5,306 49,368

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 22,964 12,882 35,846

0

合 計 0 22,878 12,581 35,459 7,913 4,461 47,833

7,913 4,461 47,833

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0

給 料 職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 22,878 12,581 35,459

　給　　与　　費　　明　　細　　書

一 般 職

（１）総　　括

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬



  ア　会計年度任用職員以外の職員

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

6 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

6 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

0 △ 81

0 0 3,216

比 較 △ 250 0 0 0

0 3,135

0 0

前 年 度 660 0 66 0 0

410 0 66 0 0 0

賞与引当金繰入額

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

△ 1 0

区 分 児童手当 初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
期末手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

6,431 735 0

比 較 △ 60 318 0 0 △ 62 △ 165

前 年 度 858 276 377 0 263

千円 千円

798 594 377 0 201 6,266 734 0

期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円

△ 845 △ 1,535

（　　　）内は再任用短時間勤務職員について外書きで記載

職員手当の

内　　　訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当

合 計 0 △ 86 △ 301 △ 387 △ 303

△ 1,535

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

5,306 49,368

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 △ 86 △ 301 △ 387 △ 303 △ 845

合 計 0 22,964 12,882 35,846 8,216

49,368

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

4,461 47,833

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 22,964 12,882 35,846 8,216 5,306

合 計 0 22,878 12,581 35,459 7,913

4,461 47,833

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 22,878 12,581 35,459 7,913

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料



  イ　会計年度任用職員

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

0 人

( 0 ) 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 人

( 0 )

0
( 0 ) 人

0 人

　※法定福利費は、法定福利費引当金繰入額を含む。

0

比 較 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

賞与引当金繰入額

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 0

区 分 児童手当 初任給調整手当
管理職員

特別勤務手当
期末手当

（会計年度任用職員）

特殊勤務手当
（会計年度任用職員）

通勤手当
（会計年度任用職員）

時間外勤務手当
（会計年度任用職員）

0 0 0

比 較 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0

千円 千円

0 0 0 0 0 0 0 0

期末勤勉手当 時間外勤務手当 宿日直手当

本 年 度
千円 千円 千円 千円 千円 千円

0 0

（　　　）内はパートタイム会計年度任用職員について外書きで記載

職員手当の

内　　　訳

区 分 扶養手当 住居手当 管理職手当 特殊勤務手当 通勤手当

合 計 0 0 0 0 0

0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

0 0

比

較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0

0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

0 0

前

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0

合 計 0 0 0 0 0

0 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0 0 0

職 員 手 当 計 組 合 負 担 金

本

年

度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 0 0

区 分 職 員 数
給 与 費

法 定 福 利 費
退 職 手 当

合 計
報 酬 給 料



区 分 増 減 額 説 明

千円 千円

　会計年度任用職員以外の職員に係る異動状況

（現に在職する職員数）

6 人 0 人

6 人 0 人

0 人 0 人

採用　0（0）人　　退職　0（0）人　　異動　0（0）人

　会計年度任用職員の増減 0人

　期末手当支給月数引下げ（△0.05月分）

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 備 考

給 料

給与改定に伴う
増減分

△ 86
昇給に伴う増加分 272

その他の増減分 △ 358 職員の異動等

(再任用短時間勤務職員数）

本年度

前年度

増　減

　採用退職の状況等（令和2年1月2日～令和3年1月1日の実績等による）

職 員 手 当 △ 301

制度改正に伴う
増減分

△ 105
人事院勧告の内容に準ず
る職員手当の改定

その他の増減分 △ 196 職員の異動等



一 般 会 計 の 制 度

職員数（人） 構成比（％）
区 分

事 務 ・ 技 術

(        )
2

33.3

３ 級

(        )１ 級 (        )

令和３年１月１日現在
６ 級 (        )

(        )

(        ) (        )
1 16.7

２ 級

(        )

４ 級 (        )
33.3

2

1 16.7

(        )

７ 級 (        ) (        )

計 (        ) (        )
6 100.0

２ 級 (        ) (        )

１ 級 (        ) (        )

４ 級 (        ) (        )

３ 級 (        ) (        )

(        )

５ 級 (        ) (        )

６ 級 (        )

７ 級 (        ) (        )

計 (        )大 学 卒 182,200

高 校 卒

大 学 卒

区 分

(        )

高 校 卒

イ　初　任　給

（円）

（歳）

事務・技術（円）

150,600

行政職（一）（円）

平 均 給 与 月 額 （円）

平 均 年 齢

182,200

150,600

級

　　　年　月　日現在

区 分 事 務 ・ 技 術

316,817

348,689

　　年　月　日現在

区 分

平 均 給 料 月 額

（３）給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与

令和３年１月１日現在

平 均 年 齢

　　歳 　　月

ウ　級別職員数

平 均 給 料 月 額 （円）

（歳）

５ 級 (        )

(        )
平 均 給 与 月 額 （円）

４２歳 １０月



職員数（Ａ）　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

職員数（Ａ）　　　　 　（人）

昇給に係る職員数（Ｂ） （人）

１号給(人)

２号給(人)

３号給(人)

４号給(人)

６号給(人)

号給数別内訳

号給数別内訳

区 分 ２ 級 ３ 級 ４ 級１ 級 ５ 級 ７ 級

主  事
技  師

主  任 主　査 係　長 課長補佐 課　長

６ 級

6 6

6

6

代 表 的 な 職 種

（級別の基準となる職務）

部　長

区 分 合 計
事 務 ・ 技 術

事 務 ・ 技 術

6

6

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％）

本

年

度

前

年

度

比率（Ｂ）／（Ａ）　　　（％） 100.0

エ　昇　　　給

100.0



オ　期末手当・勤勉手当

６月（月分） １２月（月分）

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45

(1.175) (1.175) (2.35)

2.250 2.250 4.50

(1.175) (1.175) (2.35)

2.225 2.225 4.45
（　　　）内は再任用職員に係る率

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度

（月分） （月分） （月分） （月分）

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定 年 前 早 期

退 職 特 例 措 置
（2％～20％加算）

一 般 会 計 の
制 度

（ 支 給 率 等 ）
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定 年 前 早 期
退 職 特 例 措 置
（2％～20％加算）

カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分

住 居 手 当

区 分

扶 養 手 当

キ　その他の手当

一 般 会 計 の 制 度

職制上の段階、職務の
等級による加算措置

本 年 度

前 年 度

備 考
支 給 期 別 支 給 率

支給率計（月分）

有

有

通 勤 手 当

同 じ

同 じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

同 じ

有

差 異 の 内 容

そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考



期　　間 金　　額 期　　間 一般財源 その他

千円

令和３年度
～

利子補給期
間終了年度

千円 千円

令和３年度
396,000 ― ― ～ 396,000 使用料収入

令和５年度

千円 千円

令和元年度 令和３年度
46,000 ～ 5,632 ～ 37,202 使用料収入

令和２年度 令和１１年度

千円 千円

令和３年度
42,834 ― ― ～ 42,834 使用料収入

令和１３年度

水 洗 便 所
改 造 資 金
利 子 補 給 金

平成１７年度以降の借入について
借入金の利子相当額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

事　　項 限　　　度　　　額

前 年 度 末 ま で の
支 払 義 務 発 生 額

当該年度以降の支払義務発生予定額 左 の 財 源 内 訳

金　　　　　額

包 括 的 施 設
管 理 業 務
委 託 事 業

千円

平成１７年度 限度額に同じ1,240 使用料収入

伊 予 市 下 水
浄化センター
シ ー ケ ン サ
設備更新事業

千円

脱水汚泥移送
設備更新事業

千円



1． 円 円 円

　 (1) 211,729,000

(2) 92,595,000

(3) 13,820 304,337,820

2．

　 (1) 4,018,000

(2) 31,152,000

(3) 156,783,000

(4) 39,014,000

(5) 464,482,000 695,449,000

△ 391,111,180

3．

　 (1) 1,000

(2) 270,751,000

（3） 243,481,000

（4） 1,141,000 515,374,000

4．

　 (1) 98,089,000 417,285,000

26,173,820

8．

　 (1) 178,000

(1) 17,311,000 17,489,000 △ 17,489,000

8,684,820

8,684,820当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 利 益

支払利息及び企業債取扱諸費

経 常 利 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 費 用

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

総 係 費

減 価 償 却 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

令和２年度　伊予市下水道事業会計予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金



1． 円 円 円 円

(1)

イ 1,871,226,568

ロ 1,076,344,943

△ 39,000,000 1,037,344,943

ハ 9,871,523,974

△ 317,713,000 9,553,810,974

ニ 1,395,890,836

△ 105,962,000 1,289,928,836

ホ 61,362

ヘ 893,018

△ 79,000 814,018

ト 38,400,000

△ 1,728,000 36,672,000

13,789,858,701

13,789,858,701

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

　令和２年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

         （令和３年３月３１日）　　

（資産の部）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計



2．

(1) 50,575,725

(2) 44,534,241

△ 490,000 44,044,241

94,619,966

13,884,478,667

3．

(1)

イ 4,285,676,847

(2) 32,384,000

(3) 300,000

4,318,360,847

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債

資 産 合 計

（負債の部）

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金



4．

(1)

イ 543,772,000

ロ 19,200,000

562,972,000

(2) 4,224,000

(3) 26,503,149

(4)

イ 3,216,000

ロ 2,740,000

5,956,000

599,655,149

5．

(1) 6,300,712,300

(2) △ 243,481,000

6,057,231,300

　 10,975,247,296

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

負 債 合 計

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

賞 与 引 当 金



6． 1,677,491,875

7．

(1)

イ 822,000,157

ロ 331,926,119

ハ 69,128,400

1,223,054,676

(2)

イ 8,684,820

8,684,820

1,231,739,496

2,909,231,371

13,884,478,667

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

（資本の部）

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



1． 円 円 円 円

(1)

イ 1,871,226,568

ロ 1,076,344,943

△ 78,000,000 998,344,943

ハ 9,892,085,792

△ 635,769,000 9,256,316,792

ニ 1,395,890,836

△ 196,616,000 1,199,274,836

ホ 61,362

ヘ 1,026,654

△ 158,000 868,654

ト 77,340,000

△ 3,456,000 73,884,000

チ 17,272,727

13,417,249,882

13,417,249,882

工具、器具及び備品

リ ー ス 資 産

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

　令和３年度　伊予市下水道事業会計予定貸借対照表

         （令和４年３月３１日）　　

（資産の部）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額

減価償却累計額



2．

(1) 108,492,956

(2) 24,834,241

△ 598,000 24,236,241

132,729,197

13,549,979,079

3．

(1)

イ 3,797,896,804

(2) 64,211,600

(3) 300,000

3,862,408,404

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負債の部）

固 定 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

長 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債 合 計

そ の 他 固 定 負 債



4．

(1)

イ 539,280,043

(2) 8,507,400

(3) 27,825,380

(4)

イ 3,135,000

ロ 716,000

3,851,000

579,463,823

5．

(1) 6,326,680,481

(2) △ 476,336,000

5,850,344,481

　 10,292,216,708

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

流 動 負 債

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

収 益 化 累 計 額

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

賞 与 引 当 金

引 当 金



6． 2,004,661,875

7．

(1)

イ 822,000,157

ロ 331,926,119

ハ 69,128,400

1,223,054,676

(2)

イ 30,045,820

30,045,820

1,253,100,496

3,257,762,371

13,549,979,079

資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

他 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金

国 県 補 助 金

負 債 ・ 資 本 合 計

（資本の部）

資 本 金

剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計



　 １．　収 益 的 収 入 及 び 支 出

２．　資 本 的 収 入 及 び 支 出

予　算　実　施　計　画　見　積　書



  



収　　入

（１款）下水道事業収益 (千円)

区 分 金　額

1. 営 業 収 益 319,217 325,509 △ 6,292

1. 下 水 道使 用 料 233,000 232,900 100 下 水 道 使 用 料 233,000 公共下水道使用料 221,000

特定環境保全公共下水道使用料 12,000

2. 86,205 92,595 △ 6,390 雨水処理負担金 86,205

9. そ の 他 12 14 △ 2 手 数 料 12 督促手数料 4

営 業 収 益 排水設備指定工事店登録手数料 5

排水設備工事責任技術者登録手数料 3

2. 営業外収益 512,727 515,488 △ 2,761

1. 受 取 利 息 1 1 0 預 金 利 息 1

及 び 配 当 金

2. 他 会 計補 助 金 278,587 270,751 7,836 一般会計補助金 278,587

4. 232,855 243,481 △ 10,626 長期前受金戻入 232,855 補助金等の収益化額 232,855

6. 雑 収 益 1,284 1,255 29 下 水 道 施 設 15 浄化センター占用料 9

占 用 料 ポンプ場占用料 6

下 水 道 施 設 1,268 浄化センター目的外使用料 1,268

目 的 外 使 用 料

延 滞 金 1 受益者負担金延滞金 1

831,944 840,997 △ 9,053

令和３年度　伊予市下水道事業会計予算実施計画見積書
収 益 的 収 入 及 び 支 出

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明

雨水処理負担金

長期前受金戻入

合　　　　　計



支　　出

（１款）下水道事業費用 (千円)

区 分 金　額

1. 営 業 費 用 725,182 713,202 11,980

1. 管 渠 費 6,092 4,411 1,681 委 託 料 5,400 公共下水道台帳作成業務委託料 4,000

管渠清掃等業務委託料 1,400

修 繕 費 600 管渠施設等修繕料 600

材 料 費 30 常温合材 30

保 険 料 62 下水道賠償責任保険料 62

2. ポ ン プ 場 費 40,764 32,985 7,779 給 料 7,085 職員２人 7,085

手 当 等 2,786 扶養手当 120

住居手当 318

通勤手当 51

時間外勤務手当 284

期末勤勉手当 1,893

児童手当 120

賞 与 引 当 金 948 令和４年度６月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 948

法 定 福 利 費 3,605 共済組合負担金等 2,210

市町総合事務組合退職手当負担金 1,395

法 定 福 利 費 215 賞与引当金にかかる共済組合負担金

引当金繰入額 215

備 消 品 費 16 ポンプ場用備消品費 16

燃 料 費 53 ポンプ場用燃料費 53

光 熱 水 費 95 ポンプ場用光熱水費 95

通 信 運 搬 費 106 電話回線使用料 106

委 託 料 15,129 ポンプ場管理業務委託料 11,892

自家用電気工作物保安管理業務委託料 1,037

ポンプ場消防設備保守点検業務委託料 90

節
説　　　　　　　明項 目

本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)



(千円)

区 分 金　額

ポンプ場地下タンク点検業務委託料 110

沈砂池等清掃業務委託料 2,000

修 繕 費 3,000 ポンプ場施設修繕料 3,000

動 力 費 6,140 電力代金 5,640

Ａ重油代金 182

軽油代金 65

灯油代金 253

補 助 金 1,582 下水放流協力費補助金 1,582

保 険 料 4 建物共済保険料 4

3. 処 理 場 費 190,656 170,556 20,100 給 料 8,442 職員２人 8,442

手 当 等 3,089 扶養手当 198

通勤手当 75

時間外勤務手当 339

期末勤勉手当 2,357

児童手当 120

賞 与 引 当 金 1,178 令和４年度６月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 1,178

法 定 福 利 費 4,177 共済組合負担金等 2,551

市町総合事務組合退職手当負担金 1,626

法 定 福 利 費 272 賞与引当金にかかる共済組合負担金

引 当 金 繰 入 額 272

旅 費 10 普通旅費 10

備 消 品 費 79 処理場用備消品費 79

燃 料 費 45 処理場用燃料費 45

通 信 運 搬 費 12 郵便料 12

委 託 料 156,860 処理場運転管理委託料 131,681

脱水汚泥処分委託料 25,124

処理場地下タンク点検委託料 55

賃 借 料 50 用地賃借料 50

節
説　　　　　　　明

本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

項 目



(千円)

区 分 金　額

修 繕 費 16,322 処理場施設修繕料 16,322

保 険 料 120 下水道賠償責任保険料 18

建物共済保険料 102

4. 総 係 費 38,153 40,768 △ 2,615 給 料 7,351 職員２人 7,351

手 当 等 3,571 扶養手当 480

住居手当 276

通勤手当 75

時間外勤務手当 111

管理職等手当 377

管理職員特別勤務手当 66

期末勤勉手当 2,016

児童手当 170

賞 与 引 当 金 1,009 令和４年度６月期末勤勉手当支給額引当金

繰 入 額 1,009

法 定 福 利 費 3,876 共済組合負担金等 2,436

市町総合事務組合退職手当負担金 1,440

法 定 福 利 費 229 賞与引当金にかかる共済組合負担金

引 当 金 繰 入 額 229

旅 費 17 普通旅費 17

報 償 費 1,000 受益者負担金前納報奨金 1,000

備 消 品 費 737 事務用備消品費 737

燃 料 費 39 車両用燃料費 39

印 刷 製 本 費 459 印刷製本費 459

通 信 運 搬 費 152 郵便料 152

委 託 料 1,900 財務会計システム保守委託料 745

企業会計アドバイザリ業務委託料 1,155

手 数 料 16,037 下水道使用料徴収事務手数料 15,761

口座引落手数料 246

車両検査手数料 30

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

説　　　　　　　明
節



(千円)

節

区 分 金　額

賃 借 料 275 下水道台帳システム賃借料 275

修 繕 費 178 178

負 担 金 113 76

37

補 助 金 570 570

保 険 料 35 自動車損害保険料 35

公 課 費 7 自動車重量税 7

貸 倒 引 当 金 598

繰 入 額 598

5. 減 価 償 却 費 449,517 464,482 △ 14,965 有形固定資産 449,517 建物減価償却費 39,000

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 318,056

機械及び装置減価償却費 90,654

工具器具及び備品減価償却費 79

リース資産減価償却費 1,728

2. 営業外費用 104,367 109,089 △ 4,722

1. 支 払 利息 及 び 84,367 98,089 △ 13,722 企 業 債 利 息 84,367

84,367

2. 消 費 税 及 び 20,000 11,000 9,000 消 費 税 及 び 20,000

地 方 消 費 税 地 方 消 費 税

3. 特 別 損 失 195 17,506 △ 17,311

4. 過 年 度 損 益 190 195 △ 5 過 年 度 損 益 195 過年度還付金 195

修 正 損 修 正 損

5. そ の 他 5 17,311 △ 17,306 そ の 他 5

特 別 損 失 特 別 損 失

4. 予 備 費 2,200 1,200 1,000

1. 予 備 費 2,200 1,200 1,000 予 備 費 2,200

831,944 840,997 △ 9,053

説　　　　　　　明項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

愛媛県下水協会負担金

水洗便所改造資金利子補給金

将来生じる債権の不納欠損の当年度相当分の負担額

備品等修繕料

日本下水道協会負担金

下水道事業企業債支払利息

企業債取扱諸費

合　　　　　計



（１款）資本的収入 (千円)

区 分 金　額

1. 企 業 債 51,500 61,100 △ 9,600

1. 建 設 改 良 費 51,500 61,100 △ 9,600 建 設 改 良 費 51,500 建設企業債（下水道債） 13,200

等 の 財 源 に 等 の 財 源 に 下水道特別措置分企業債 38,300

充てるための 充てるための

企 業 債 企 業 債

2. 出 資 金 327,170 308,157 19,013

1. 他会計出資金 327,170 308,157 19,013 一般会計出資金 327,170

3. 補 助 金 9,500 5,000 4,500

1. 国 庫 補 助 金 9,500 5,000 4,500 国 庫 補 助 金 9,500

4. 分担金及び 5,010 4,410 600

負 担 金 1. 受益者負担金 5,010 4,410 600 受益者負担金 5,000

区 域 外 流 入 10

分 担 金 　 　 　

393,180 378,667 14,513

資 本 的 収 入 及 び 支 出
収　　入

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明

合　　　　　計



（１款）資本的支出 (千円)

区 分 金　額

1. 建設改良費 45,870 36,224 9,646

1. 管 渠 整 備 20,000 32,000 △ 12,000 工 事 請 負 費 20,000 下吾川地区管渠布設工事ほか 20,000

事 業 費

3. 処 理 場 整 備 19,000 0 19,000 委 託 料 19,000 下水道ストックマネジメント計画策定業務

事 業 費 19,000

5. 固 定 資 産 147 0 147 工 具 器 具 147 分析天秤 147

購 入 費 及 び 備 品

購 入 費

6. リ ー ス 債 務 6,723 4,224 2,499 リ ー ス 債 務 6,723 脱水汚泥移送設備リース債務 4,224

支 払 額 支 払 額 シーケンサ設備リース債務 2,499

2. 企 業 債 562,972 563,444 △ 472

償 還 金 1. 企業債償還金 562,972 563,444 △ 472 企業債償還金 562,972 建設企業債元金償還金 466,126

特別措置債元金償還金 77,646

その他の企業債元金償還金 19,200

3. 予 備 費 1,000 0 1,000

1. 予 備 費 1,000 0 1,000 予 備 費 1,000

609,842 599,668 10,174合　　　　　計

支　　出

項 目
本 年 度
予 算 額

前　年　度
当初予算額

比較増減
(△)

節
説　　　　　　　明



  



  


